予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：林業振興費
	事業名：水源林公有林化支援事業費（任意）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　林政部　恵みの森づくり推進課　水源林保全係　電話番号：058-272-1111（内3026）

　　　　　　　E-mail：c11513@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　1,797千円（前年度予算額： 2,992千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,992
	0
	0
	0
	0
	0
	2,992
	0
	0

	要求額
	1,797
	0
	0
	0
	0
	0
	1,797
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　水源のかん養や生物多様性の保全等の公益的機能が広範囲に及ぶ重要な森林のうち、荒廃した森林又はそのおそれのある森林で、外国資本等による取得目的が不明な取引等により早急に公的な管理を行う必要がある森林について、市町村による公有林化を進めるため、適切な森林管理を図り、地域住民の安全で快適な生活環境を守るためのセーフティネットとして補助するものである。

また、水源林の公有林化を推進するため、水源林が持つ水源のかん養や生物
多様性の保全等の公益的機能について、広く県民に認知してもらうための施策
を展開する。

（２）事業内容

・親子水源林教室事業
　　　水源地域周辺に住む小学生と保護者を対象に、水源林の仕組み等を学ぶ親

　　　子水源林教室を県内５地域で開催する。これにより、水源林の大切さに気　　

　　　づくきっかけづくりをし、今後の水源林保全活動への参加や保全意識の醸
　　　成を図る。
 ・水源林公有林化推進事業費
（３）県負担・補助率の考え方

清流の国ぎふ森林・環境基金事業
（４）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	300
	講師謝金

	旅費
	236
	講師旅費、業務旅費

	需用費
	1,163
	イベント消耗品、講師飲料水、チラシ印刷代　等

	役務費
	44
	郵送代　等

	使用料
	54
	会場使用料

	合計
	1,797
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
 　清流の国ぎふ森林・環境税事業に位置付け
　 第二期　岐阜県森林づくり基本計画　水源林保全プロジェクトに位置付け

　 岐阜県水源地域保全条例第９条に基づく、水源地域の保全に関する基本方針

（２）後年度の財政負担
　 課税期間である平成28年度まで税収に応じ事業を実施。
（３）事業主体及びその妥当性
県の支援により、事業実施主体である市町村が岐阜県水源地域条例で指定された水源地域の公有林化を進め、適切な森林管理を図るための事業。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか。 
外国資本等の森林買収に対するセーフティネットとして、平成２８年度までの５年間に１５０haの森林取得に対応できる予算措置としている。そのために、県民に公有林化の意義等を周知PRし、水源林保全意識の醸成を図ることを目的とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	森林の公有林化に

よる管理
	（H  ）
	　4.03
（H24）
	15.33
(H25）
	48.18
（H26）
	150
（H28）
	32.1％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○市町村担当者への説明会の実施

　平成26年9月の「清流の国ぎふ森林・環境税」の会議において市町村林務担当者に水源林公有林化支援事業の説明及び積極的な活用をお願いした。
○水源林PRテレビの放映
　県民の水源林への理解を促進するため、PRテレビを制作した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果　

補助金によって水源林公有林化を進める市町村が増加するなど、適切な森林管理を図ることで、地域住民の安全で快適な生活環境を守るセーフティネットの役割を果たすことの意義が浸透するとともに、PR活動により県民や市町村の水源林保全に対する意識は醸成されてきている。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	市町村による水源林公有林化を進め適切な森林管理を図ることで、地域住民の安全で快適な生活環境を守ることにつながるセーフティネットとしての事業の意義を県民に理解してもらうため、PR活動等を実施する必要があり、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	市町村からは補助金の要望も増加した。また、PR活動に参加した住民のアンケート記載からは、水源林保全の重要性を認識した旨の回答が得られ、事業目的は達成されている。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	水源林保全意識の醸成やセーフティネットとしての補助金の意義などの周知のため、適時に適切なPR媒体を選択し、普及啓発施策を展開する。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
「岐阜県水源地域保全条例」のPRと整合を図りながら、水源林保全の必要性のさらに認知してもらうことが課題である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　水源林の公有林化を推進するため、水源林が持つ水源のかん養や生物多様性の保全等の公益的機能について、広く県民に認知してもらうためのPR施策等を展開する。


